
協議第２号 

 

合併の期日について 

 

合併の期日は、平成１７年３月 1 日とする。 

平成１５年８月２７日提出 

稲沢市・祖父江町・平和町合併協議会 
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稲沢市・祖父江町・平和町合併協議会の調整内容（案） 

 

協定項目 ２ 合併の期日 

調整の内容 合併の期日は、平成１７年３月 1日とする。 

 

【提案理由】 

 １ 市町村の合併の特例に関する法律に規定する特例措置の適用を受けることができる期日とする。 

 ２ 合併協議の結果を住民に対して十分に周知し、理解を求めるとともに住民の意向を把握するための期間を確保する。 

 ３ 法手続きに必要かつ十分な期間を確保する。 

 ４ 合併に向けた準備の期間を確保する。 

 （説明） 

  合併の期日は、合併協議の基礎となる事項であり、その期日を前提としてすべての事務事業や制度を調整していくこととなりま

す。 



  現行の合併特例法に定められた特例措置の適用を受けるためには、平成１７年３月３１日までに合併が成立している必要があり

ます。 

  一方、合併協議会における協議が終了した後、各市町においては、合併協議の結果を住民に対して十分に周知し、理解を求める

とともに、合併に向けての住民の意向を把握し、最終的な意思決定を行う必要があります。 

  提案は、このような意思決定のための期間と、それに続く法手続き及び合併準備に要する期間を適正に見込んだものです。 

  なお、合併に伴って、廃止される市町について打ち切り決算を行う必要がありますが、この決算には出納整理期間が設けられて

いないため、支払事務が集中する年度の末日に合併期日を設定することには事務的な困難を伴うことが予想されるものです。 

 



【参考事項】 

【合併協議会運営の手引～市町村合併法定協議会運営マニュアル～（政策編）】（総務省）（抜粋） 

合併の期日も合併の基本事項です。期日決定のポイントとしては、住民との意見交換及び合意形成に要する期間、住民生活への影響、合併時に

予定される事務事業又は公的行事との関係、協議会の協議の進捗状況、首長・議会議員の任期、合併時の事務処理・引継ぎの利便性等を総合的に

勘案して判断されるべきものでしょう。 

場合によっては、市町村の長及び議会議員の任期とその特例期間等をにらんだ駆け引きに使われる事例がありますが、これは当然住民の立場に

立った総合的な判断に立つべきでしょう。 

なお、合併の施行期日が平成１７年４月１日以降となる場合は、現行合併特例法の適用がなくなることに留意する必要があります。 

 

【合併協議会運営の手引～市町村合併法定協議会運営マニュアル～（実務編）】（総務省）（抜粋） 

合併による法人格消滅に伴う決算については、出納整理期間はなく、即日決算であることなども具体的な期日を設定する際には考慮する必要が

ある。例えば、４月１日に新市町村を発足させる団体は過去から多いが、年度末は納入・支払いが集中するため、伝票整理や決算処理に苦労する

ことが多いようである。 

 

【法令・取扱通知等】 



地方自治法 

第７条  市町村の廃置分合又は市町村の境界変更は、関係市町村の申請に基き、都道府県知事が当該都道府県の議会の議決を経てこれを定め、

直ちにその旨を総務大臣に届け出なければならない。  

２ 前項の規定により市の廃置分合をしようとするときは、都道府県知事は、あらかじめ総務大臣に協議し、その同意を得なければならない。  

（中略） 

５ 第１項、第３項及び前項の申請又は協議については、関係のある普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。  

６ 第１項の規定による届出を受理したとき、又は第３項の規定による処分をしたときは、総務大臣は、直ちにその旨を告示するとともに、これ

を国の関係行政機関の長に通知しなければならない。  

７ 第１項又は第３項の規定による処分は、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。 

 

市町村の合併の特例に関する法律 

  附則  

（失効） 

第２条 この法律（中略）は、平成１７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに行われた市町村の合併については、同日後も

なおその効力を有する。 

 





【先進事例】 

山梨県 愛媛県 群馬県 岐阜県 静岡県 宮城県 広島県 広島県 香川県 福岡県
南アルプス
市

新居浜市 神流町 山県市 静岡市 加美町 呉市
大崎上島
町

東かがわ
市

宗像市

合併の方式 新設 編入 新設 新設 新設 新設 編入 新設 新設 新設

合併協定書調印 H14.10.17 H14.10.21 H14.9.11 H14.9.24 H14.4.2 H15.1.8 H14.8.8 H14.9.10 H13.5.30 H14.5.30

市町村議会合併議決
（最終の市町村）

H14.10.24 H14.11.8 H14.9.12 H14.9.25 H14.4.18 H15.1.9 H14.9.18 H14.9.30 H13.6.1 H14.6.26

官報告示 H15.2.3 H15.2.3 H15.2.3 H15.2.3 H14.9.9 H15.3.13 H15.1.29 H15.1.29 H13.11.19 H14.12.4

合併期日 H15.4.1 H15.4.1 H15.4.1 H15.4.1 H15.4.1 H15.4.1 H15.4.1 H15.4.1 H15.4.1 H15.4.1

市町村議会合併議決→合併期日
（合併準備期間全体）

159日 144日 201日 188日 348日 82日 195日 183日 669日 279日

市町村議会合併議決→官報告示
（法手続に要する期間）

102日 87日 144日 131日 144日 63日 133日 121日 171日 161日

官報告示→合併期日
57日 57日 57日 57日 204日 19日 62日 62日 498日 118日

合併後の市町村名

（最終的な準備期間）  

 

 



熊本県 山口県 岐阜県 千葉県 新潟県 （調整案）

あさぎり町 周南市 瑞穂市 野田市 新発田市 １市2町

合併の方式 新設 新設 新設 編入 編入

合併協定書調印 H13.11.22 H14.8.27 H14.12.10 H14.12.2 H14.11.6 Ｈ16.6

市町村議会合併議決
（最終の市町村）

H14.1.15 H14.9.27 H14.12.19 H14.12.25 H14.12.9 Ｈ16.6

官報告示 H14.5.23 H15.2.3 H15.4.4 H15.4.4 H15.4.11 Ｈ16.11

合併期日 H15.4.1 H15.4.21 H15.5.1 H15.6.6 H15.7.7 H17.3.1

市町村議会合併議決→合併期日
（合併準備期間全体）

441日 206日 133日 163日 210日 240日程度

市町村議会合併議決→官報告示
（法手続に要する期間）

128日 129日 106日 100日 123日 120日程度

官報告示→合併期日
313日 77日 27日 63日 87日 120日程度

合併後の市町村名

（最終的な準備期間）  

 


